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財務諸表に対する注記 
平成 26 年 3 月 31 日 

 
 
 

 
1.重要な会計方針 

「公益法人会計基準」による会計処理を採用しております。 
 (1) 固定資産の減価償却の方法 

1）什器備品については定率法を採用している。 
2）無形固定資産については定額法を採用している。 

(2) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式を採用しております。 

 
2.特定資産の増減額及びその残高 
 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 
 

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産 
 特別事業積立金 
 地震災害調査積立金 
 事業運営積立金 
 6 学会地震災害積立金 
 日本地震工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

積立金 
 

7,550,000
1,990,000

400,000
3,500,000

0

0
0
0
0

8,721,573

 
0 
0 
0 
0 

4,000,000 

7,550,000
1,990,000

400,000
3,500,000
4,721,573

合 計 13,440,000 8,721,573 4,000,000 18,161,563
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3.特定資産の財源等の内訳 
 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
 

（単位：円） 

科目 当期末残高 
（うち指定正
味財産からの
充当額） 

（うち一般正
味財産からの
充当額） 

（うち負債に
対応する額）

特定資産 
特別事業積立金 

 地震災害調査積立金 
 事業運営積立金 
 6 学会地震災害積立金 
日本地震工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

積立金 

7,550,000
1,990,000

400,000
3,500,000
4,721,573

0
0
0
0
0

 
7,550,000 
1,990,000 

400,000 
3,500,000 
4,721,573 

0
0
0
0
0

小計 18,161,563 0 18,161,563 0

合計 18,161,563 0 18,161,563 0
 

 
 
 
4．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 
什器備品 
無形固定資産 

558,167
6,553,260

557,216
2,390,199

951
4,163,061

合計 7,111,427 2,947,415 4,164,012
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